















Ⅰ．序論（法学志林 113 巻 1 号）
Ⅱ．代替モデルの提示（法学志林 113 巻 1 号）
Ⅲ．結党初期にみる自民党の政策形成（法学志林 109 巻 4 号）
Ⅳ．【事例研究 1：1960─63 年】党内における政策志向の収束と経済成長政策（法学志













狙いがあった。だが，この政策は 1972 年の衆議院議員選挙の敗北や 1973 年の
オイル・ショックによってその推進力を失い，政策的修正を余儀なくされるの































ってくことになる。日本人の産業構造は 1970 年代に入ると，第 1 次産業者は
















（criticalelection）ともいえる。そして，もう 1 つ指摘できるのは，1960 年
























支持率（1972 年 12 月現在）は，62％ にまで跳ね上がった〈表 1〉。世論調査






〈図 1〉自民党一党優位体制下の衆議院議員選挙おける EV 指数（1960～93 年）
注：1958 年の選挙は自民党が結成された時点であるため，測定対象から除外した。



































































においても 1972 年 1 月 9 日，田中・大平・中曽根の 3 派を密かに集め 3 派連
〈表 1〉佐藤内閣末期と田中政権期における内閣支持率
支持する 支持しない その他 答えない
佐藤内閣（1971 年 8 月） 32％ 49％ 6％ 13％
佐藤内閣（1971 年 12 月） 24％ 58％ 8％ 10％
田中内閣（1972 年 8 月） 62％ 10％ 15％ 13％
出所：朝日新聞世論調査室編『日本人の政治意識』朝日新聞社，1976 年，65─71 ページ。
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出所：『朝 日 新 聞』（1956 年 6 月 24 日；1959 年 5 月 19 日；1962 年 6 月 17 日；1968 年 7 月 6 日；
1974 年 7 月 6 日）に掲載された参院選候補者一覧を参考に筆者作成。














































































































施日 1975 年 6 月 19～20 日）をみても「物価対策」が前回の 65％ より減り































































































はなかった。内閣内部に多くの反対派を登用していた三木は，1976 年 5 月発
覚したロッキード事件絡みで党内多数派の三木おろし工作に巻き込まれながら
も，衆議院解散・衆議院議員選挙に打って出られず任期満了解散に至ったので






















へと戻った理由には，次の 2 つが考えられる。まず，第 1 は，独禁法絡みで疎






































区分 1971 年 1972 年 1973 年 1974 年 1975 年 1976 年
公共事業費
構成比 17.7 18.7 19.9 16.6 13.7 14.5
増減率 ＋18.1 ＋29.0 ＋32.2 ±0.0 ＋2.4 ＋21.2
社会保障関係費
構成比 14.3 14.3 14.8 16.9 18.4 19.8
増減率 ＋17.8 ＋22.1 ＋22.8 ＋36.7 ＋35.8 ＋22.4
出所：大蔵省主計局調査課編『財政統計昭和 51 年度』1976 年，28─29 ページ，「一般会計予算の
主要経費別分類」に基づいて筆者作成。















戦略に乗り出したのである（主導権維持戦略）。だが，1976 年 5 月，ロッキー
ド事件が発覚した際，三木は党内の激しい反対を押し切って真相の徹底究明の
姿勢を貫き，再び世論の厚い支持を集めることに成功した（主導権強化戦略）。































中休みに過ぎなかった。1974 年 75 年には公共事業費の予算の伸びが抑えられ


























































































































































1980 年代：固定支持層擁護 ⇐ ⇒ 財・行政改革
1970 年代 1980 年代初頭
⇒ 一般有権者向け政策重視
〈図 6〉1970～80 年代初頭における自民党党内のグループ政策志向の動向










































































































































































1981 年 6 月に読売新聞が行った世論調査では，財政再建のために「福祉，教
育」を含めて例外なく補助金を削減するという鈴木内閣の方針に反対するもの





































































































における自民党の党勢安定である。自民党は 1980 年，1983 年，そして 1986
年の 3 回の参議院議員選挙で常に過半数を獲得し，1970 年代後半のような過
半数割れを起こすことはなかった。このことは，自民党の安定的な政権運営を
可能にした 1 つの要因である。支援団体の集票能力に基づいたこの一定の支持，
























































民党候補者の当選順位をみてみると，農業界候補者 2 名が上位（5 位と 6 位）
で当選しているのに対し，建設業界，運輸業界関係候補者は上位と下位に 1 名
ずつ当選している。建設業界関係候補者は 12 位と 20 位，そして運輸業界関係
候補者は 10 位（逓信関係）と 21 位（国鉄関連）で当選している。これに対
し，比例区制度が導入された 1983 年と 1986 年の選挙の場合，建設業界と運輸
業界関係候補者に上位の順位が与えられたのがみてとれる。1983 年の場合，
建設業界関係候補者には 8 位と 11 位が，そして運輸業界関係候補者には 4 位
（逓信関係）と 6 位（国鉄関係）が割り当てられた。1986 年選挙でも，建設業
界関係候補者には 8 位，そして運輸業界関係候補者には 2 位（逓信関係）と 7

















































































　自民党は 1983 年と 1986 年の 2 回の参議院議員選挙でそれまでの不振を挽












































参議院全国区出身（1965～80 年） 77 42.9％ 15.6％
参議院選挙区出身（1962～92 年） 294 23.1％ 13.3％
衆議院出身（1958～93 年） 832 12.3％ 2.2％
参議院比例区出身（1983～95 年） 51 5.9％ 5.9％
出所：Cox,GaryW.,eds.,“ElectoralRules,CareerAmbitions,andPartyStructure:Compar-















































































































































































の一部は，博士論文による研究成果として『日本研究』（50 号，2011 年 12 月），『韓国政治学会





計算方法：P＝∑ ¦ Pt─Pt－1 ¦ ／2
Pt：当該選挙における各政党の勢力（％），Pt－1：前回選挙における各政党の勢力（％）
　なお，EV の詳細に関しては，以下を参照。Pedersen,M.N.,ChangingPatternsofElectoral
Volatility in European Party Systems, 1948─1977; Explorations in Explanations, In




ties, Games and Redistribution,Cambridge:CambridgeUniversityPress,2001,pp.45─46，







ル──三角大福の時代──」北村公彦（編著）『現代日本政党史録第 3 巻：55 年体制崩壊前期
の政党政治』第一法規，2003 年，285─287 ページを参照。
（5）　政権が長期におよぶ佐藤 4 選は佐藤側近や中間派の長老群を中心に画策されたものであった。

















（13）　『朝日新聞』1973 年 6 月 29 日。











ては，堀幸雄『公明党』南窓社，1999 年，92─100 ページを，1960 年代から 70 年代にかけての
共産党の路線転換に関しては，飯塚繁太郎「日本共産党」杣正夫編『国政選挙と政党政治』政治
広報センター，1977 年，461─465 ページを参照。
（16）　『朝日新聞』1973 年 4 月 13 日。
（17）　真渕勝『大蔵省統制の政治経済学』中央公論社，1994 年，250─251 ページ。
（18）　升味準之輔『日本政治史 4占領改革，自民党支配』東京大学出版会，1988 年，396 ページ。
（19）　立花，前掲書，110─111 ページ。




















（24）　世論調査の詳細に関しては，『朝日新聞』1974 年 12 月 29 日，1975 年 7 月 6 日を参照。

















（37）　Narud,H.M., ‘Electoral Competition andCoalitionBargaining inMulti Party Sys-






























めぐる対抗も事実上静まった。『日本経済新聞』1980 年 7 月 6 日。













型改革の成果と限界』東京大学出版会，1993 年 31 ページ。














（52）　安倍，河本，中川の 3 候補者の政策志向の詳細については，『日本経済新聞』1982 年 10 月






























単独事業は 13.1％ を占めたが，1985 年にはそれぞれ 18％ と 32.4％ となり地方政府の単独事業
が増加した。また，財政投融資を通じた公共事業費は 1985 年には 3 兆 6 千億円から年々増えて






（67）　自民党は 1977 年 7 月に行われた参議院議員選挙で全国区公認候補者を絞りこみ，選挙に臨
んだが，現職議員 2 人を落選させるという苦しい戦いをしいられた。その後，閣僚から全国区制
度の改正の必要性を訴える意見が相次いだ。『朝日新聞』1977 年 7 月 12 日夕刊。




『政局から政策へ :日本政治の成熟と転換』NTT 出版，2008 年，13 ページ。
（70）　Cox,GaryW.,eds.,“ElectoralRules,CareerAmbitions,andPartyStructure:Compar-
ing in Japan’s Upper and Lower Houses,” American Journal of Political Science 44（1）,
2000,pp.115─122.
（71）　1980 年代における自民党の派閥構図が変化した根拠として挙げられるのは，派閥間競合の
激減，派閥均等人事の制度化，そして一般議員における所属派閥への依存強化などがある。たと
えば，佐藤誠三郎・松崎哲久『自民党政権』中央公論社，1986 年，70─72 ページ，石川眞澄・広
瀬道貞『自民党─長期支配の構造』岩波書店，1989 年，218─232 ページ，野中尚人『自民党政権
下の政治エリート：新制度論による日仏比較』東京大学出版会，1995 年，172─179 ページなどで
こうした見解が示されている。
